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１．研究の目的・背景 

空調部門のエネルギー消費量削減のために、様々な場面でヒートポンプが用いられている。

ヒートポンプは冷媒を強制的に膨張・蒸発、圧縮・凝縮させながら循環させ、熱交換を行う

ことにより水や空気などの低温の物体から熱を吸収し高温部へ汲み上げるシステムであり、

エネルギー利用効率が非常に高いことが特長である。そのヒートポンプの熱源として、一般

的には空気があげられるが、空気よりも夏に低温、冬に高温な河川水や地下水、下水などの

水体や、地盤の有する熱を活用できるならば、有望な未利用エネルギー源になり得ると考え

られる。地盤の恒温性を生かした地中熱ヒートポンプを採用することで、省エネ効果が得ら

れることは既に実証されており、カーボンニュートラル化の取り組みが加速する近年、暖房

負荷の大きい寒冷地を中心に採用されている。一方で、夏季の冷房負荷が大きい温暖地で地

中熱ヒートポンプを長時間運転すると、地中に排熱が蓄積され高温となり、効率が著しく低

下することが明らかになっている。地盤温度の上昇を改善するため、地中へ排熱せず、大気

へ放熱（冷却塔の活用）させる運用に変更した事例もあるが、夏季の運転効率は冬季と比較

し、大きく低下する結果となっている。したがって、温暖地における未利用熱ヒートポンプ

システムの効率向上のためには、夏季の冷熱源の確保が不可欠であると考えた。そこで本研

究では、瀬戸内地方に多数賦存する農業用のため池や調整池、貯水池（貯留水）を夏季にお

けるヒートポンプの冷熱源として活用することを提案する。貯留水の他に、温熱源としての

ポテンシャルが高い地中熱や太陽熱等の未利用熱を複合利用し、従来の空気熱源方式より省

エネなシステムを構築する。本システムは未利用熱とヒートポンプの間に熱源水蓄熱槽を設

けており、これは従来システムにはない独自要素である。これにより、未利用熱を高効率に

活用できる時間と熱負荷が発生する（空調を行う）時間の相違に対応可能となる。太陽熱を

例にあげると、昼間に熱源水蓄熱槽に蓄熱、夜間に蓄熱した熱源水を利用し空調する、とい

った運転が可能となり、複数の未利用熱を高効率に活用できる。さらに、熱源水配管を分離

でき、揚程が大きな循環用のポンプを間欠運転とすることで、ポンプ動力の大幅削減も可能

とする。 

貯留水の自然対流を考慮した水温予測手法は確立されていないため、本助成対象年度は、

蓄熱槽内の温度予測に用いられている「プリュームモデル」を応用した熱源温度予測モデル

を作成した。 

 



２．研究成果及び考察（申請時の計画に対する達成度合を織込む） 

図 1にモデルの概念図を示す。熱交換器設置高さで発生するプリューム流量 、プリュー

ム温度 は式(1)、式(2)を用いてそれぞれ算出した。式(2)における pは既に実施済みの実験

結果の再現性を基に 0.9と同定した。熱交換器表面温度 は放熱量 と対流熱伝達率(熱交

換器外側) を用いて、式(3)により算出した。式(3)における は式(4)により算出し、同式中

のヌセルト数 は水平円柱に関する Morgan の式に基づき、式(5)により算出した。熱交換

器表面で加熱された水が、鉛直軸対称のプリュームを形成すると仮定し、プリューム流量

は仮想点熱源からの高さ と浮力流束 Bの関数として式(6)で算出した。浮力流束 B は式(7)

で算出し、初期条件により決定する定数とした。プリューム温度 は、ある高さにおける周

囲流体からの連行量に起因する熱収支により算出した。プリュームの上昇に伴い相対的に低

温な周囲流体を連行するため、プリューム流量 は増加し、プリューム温度 は低下する。

プリューム温度 Tp が周囲流体温度 と等しくなる高さ において、プリュームの駆動力で

ある密度差は 0となるが、その後も慣性力により、プリュームは周囲へ流出しながらさらに

上昇し、 で停止する。この を境界面高さとし、式(8))によって算出し、高さ から の

プリュームにおける単位高さあたりの周囲流体への流出量( )は式(9)で算出した。周囲流

体における鉛直方向の 1次元熱移動は、B.Henderson-Sellers による 1 次元熱移動方程式に基

づき、式(10)を用いて計算した。右辺第 1項の K0は、分子拡散相当の拡散係数 (=1.4× m2/s)

を与えた。右辺第 2項は水中の日射吸収を示し、単位深さ当たりの吸収熱量 qは、全天日射

量 、水面反射率 、水近傍の吸収率 、消散係数 、水深 を用いた式(11)で算出した。右辺

第 3項は移流による熱移動を示し、単位表面積当たりの下向き流速 は、プリュームへの

連行量と流出量から式(12)により算出する。このとき、単位高さ当たりのプリュームへの連

行量 は式(13)により計算される。熱交換器内水温 は熱交換器設置高さの周囲水温 、

熱交換器の熱貫流率 (式(15))を用いて式(14)より算出した。水面での熱収支は全天日射量

、水面反射率 、水面近傍の吸収率 、水面から大気への潜熱による伝達熱量 、顕熱に

よる伝達熱量 、長波長放射による伝達熱量 を考慮した式(16)で表される。 

 

図 1 熱源温度予測モデルの模式図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．経費の使用状況（申請時の計画に対する実績を記述） 

申請後、熱源温度計算用 PCが必要であることが判明し、謝礼金計上分から支出した。さ

らに、資料収集のための出張や学会への参加が必要となったため、これも謝礼金計上分から

支出した。 

 

４．将来展望（今後の発展性、実用化の見込み等について記述） 

 本モデルは、地盤の境界条件を断熱としたが、実際は貯留水との熱交換が考えられるため、

今後の課題とする。 

実用化に向けては、貯留水の近くに冷熱需要があるかを調査する必要がある。立地条件を

考慮すると、オフィスや商業施設への導入は困難だが、工場のプロセス冷却など産業用途で

の利用は現実的である。産業分野では未利用エネルギーの活用が進んでおり、工場排熱の再

利用など温熱利用の研究は盛んである一方、冷熱利用は十分に検討されていない。したがっ

て、今後は貯留水を産業用途のヒートポンプ熱源として活用する可能性を検討する。 
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